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―アメリカにおける 1990年以前の歴史的考察―
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1 ．はじめに

1929年の世界大恐慌で壊滅的打撃を被ったアメリカ証券市場の再建過程において，証券法およ

び証券取引法は，企業情報のディスクロージャーの拡充を通して企業社会を監視する政策をとっ

た。そのためには，適法性の自主審査（due diligence）は不可欠であり，とりわけ開示すべき会

計情報の質と量を規制するにあたって，専門職業会計人の協力が求められた。1932年のアメリカ

会計士協会（AIA）の株式取引所協力特別委員会によるニューヨーク株式取引所株式上場委員会

宛ての書簡は会計基準の必要性を最初に指摘したことで知られている。その後，強制監査の導入

に伴い，依拠すべき会計基準に対する関心が高まった。AIAは，1934年に『株式会社会計の監

査』を，1936年に『独立公共会計士による財務諸表の監査』を公表して会計基準の体系化を模索

し，また1938年には Sanders, Hatfield and Mooreに依頼して『会計原則書』を作成させるとと

もに，会計手続委員会（CAP）を発足させ，会計基準の整備に努めた。

CAPは51の「会計研究公報」（ARB）を公表したが，特定の会計問題が生じるたびに個別的

に対処してきたので，首尾一貫した会計基準が形成されず，会計実務の多様性と相違の幅を狭め

ることができなかった（ 1）。それゆえ，場当たり的でなく，体系的に会計基準を設定するための

ある種の基礎構造（fundamental structures）を構築し，それから論理的で整合的な会計基準を

導出すべきであると考えられた。Mayは Powellへの書簡の中で「パッチワークの時代は終わっ

た。システムを全体的にみて，会計哲学とはいわないにしろ，少なくとも問題全体を眺望する考

え方を展開させる時代である。」［Powell, 1960, pp.40-41; 1961, p.31］と述べている。このことは，

「会計ルールは，法律のルール以上に，論理よりも経験の所産である」［May, 1943, p.viii］とす

る伝統的な基準設定観の再考を認めるものであり，経験の蒸留に止まることなく，論理による鍛

造の重要性を指摘したものであった。

当時のアメリカ公認会計士協会（AICPA）会長であった Jennings［1958］の研究重視志向も

あって，会計基準がどのようなものであれ，それが研究によってもたらされるという期待が高

まった。会計専門職業にとって，基準設定の全責任を負うことを避けるとともに，監査意見を表

明する独立性に影響を与えないように，研究に頼ることを期待したのではないかという皮肉な
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見方もできるが，「権威による強制」よりも「真理による説得」が重視されたと見る方が妥当で

あろう（ 2）。1959年に CAPは会計原則審議会（APB）に組織替えされるとともに会計調査研究部

（ARD）が併置され，両者の緊密な協力の必要性が強調された。Moonitzが初代研究部長として

招聘され，1961年に会計調査研究書第 1号『会計の基礎的公準』（ARS No.1）を公表する。それ

は AICPAの研究計画特別委員会レポートで指摘された 3つの層―公準，原則，規則あるいは指

針―を実現するための第一歩であった（ 3）。しかし，Moonitzがその翌年の1962年に Sprouseと

共同で会計調査研究書第 3号『企業の広範な会計原則試案』（ARS No.3）を上梓し，提案された

公準から導出される会計基準のひとつの理想型を示したところ，それらの研究成果が当時の会計

実務との極端な乖離を理由に拒否されてしまう。

このように，会計専門職業界の保守性（変化への恐れ）を示す不幸な出来事があったけれど，

会計基準を確固とした基礎構造の上に構築しようとする希望と期待は根強く持続した。APB

は APBステートメント第 4号『営利企業の財務諸表の基礎にある基礎的概念および会計原則』

（APB Statement No.4）を発表してその希望と期待に応えようとしたが，その現状肯定的な姿

勢にまたしても批判が集まった（ 4）。それゆえ，後継組織である財務会計基準審議会（FASB）

は，1973年の出発に際して，諸法の基である憲法に擬する「概念フレームワーク」（conceptual 

framework）の構築に精力を傾注したことはよく知られている。

本稿の目的は，アメリカにおける会計基準の基礎構造の構築に関する1990年までの歴史的考

察を試み，そこで議論された基礎構造の性質と特徴を概観することにある。

2 ．『会社会計基準序説』における会計基準の基礎構造

その会員に多くの学究的研究者を抱えているアメリカ会計学会（AAA）は，創立時の目的の

ひとつに，「会計原則や会計基準を設定し，企業，公共会計士や私的会計担当者，政府諸団体に

よるその承認あるいは採用を求めること」［AAA, 1936, p.1］を挙げ，会計基準の設定に関心を

示してきた（ 5）。1936年に当時の AAA会長の Kohlerの指導の下，「会社財務諸表の基礎となる

会計原則試案 ｣が公表されたが，わずか 5ページの文字通り試案的な原則集にすぎず，それを補

強し完全にするための理論的基礎を必要とした。Paton［1980］自身の回顧によれば，AAA執

行委員会の議論は遅々として進まず，その様子を見かねて，Littletonの発議により『会社会計

基準序説』が共同提案されたといわれる（ 6）。その序文は次のように述べる。

「われわれは，会計基準そのものを述べるのではなく，会計の基礎的な観念を体系的に織り合

わせようと試みた。その意図するところは，それにもとづいて会社会計基準の一連の表明を行

いうるようなひとつのフレームワークを構築せんとすることにあった。会計の理論は，ここで

は，もし必要とあれば，基準という形で簡潔に示すことができる整合的，組織的かつ首尾一貫し

た原理の体系（a coherent, coordinated and consistent body of doctrines）とみなされている。」

［Paton and Littleton, 1940, p.ix］
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Paton and Littletonはそのような基礎的なフレームワークを基礎概念（basic concepts）と呼

び，「会計の基本的な概念または命題は，他の分野におけるそれと同様に，それ自身かなりの程

度の仮定であるか，あるいは決定的な証明または証拠に制約されない仮定であると考えられる。」

［p.21］と定義している。このことは，直ちに，Patonの1922年の『会計理論』における主張を

連想させる。それによれば，会計は複式簿記が暗示する正確性や確実性の外貌と違って常に判

断や見積もりを内包しているが，その判断や見積もりの背後には一連の一般的仮定（a series of 

general assumptions）があり，その適正性を支えているというのである。彼は，これらの一般

的仮定を，公準（postulates）あるいは基礎的前提（fundamental premises or propositions）と

呼び，次のように述べている。

「要するに，繰り返し指摘するが，これらの基礎的前提の多くは完全に論証ないし証明されえ

ない。……しかし，会計実務の状況や目的の観点からすれば，それらは，おおむね，全く合理的

である。それらは主として便宜性（expediency）の諸仮定であり，それ無しには，会計士は手

続を行うことは不可能であろう。」［Paton, 1922, p.499］

当時の会計の著作物のほとんどが会計士のための手引書であったことを考えると，彼の『会計

理論』というタイトルには，会計にも論理（単なる経験と異なる抽象あるいは普遍）の必要性を

強調する意図があったことは明らかである。Patonのような経済学の教育訓練を受けてきた者に

とって，当時の会計実務の混沌を整序するために，経済学者の知恵，すなわち「経済学者は，集

団意識を示し始めた時以来，彼らの主題が社会哲学の一分野であると常に考えてきた。……彼ら

は，人間行動に関する一群の（多かれ少なかれ）自明の前提から，全体的な思考体系を展開し，

またその思考体系を主として演繹的方法によって展開するように努めてきた。」［Canning, 1929, 

p.6］を借用することは自然であった（ 7）。

試みに，『会計理論』の公準群と『会社会計基準序説』の基礎概念群を並列すると次のように

なる（ 8）。

『会計理論』の公準群　　　　　　　　『会社会計基準序説』の基礎概念群

　①企業実体　　　　　　　　　　　　 ①企業実体

　②ゴーイング・コンサーン　　　　　 ②事業活動の継続性

　③貸借対照表等式　　　　　　　　　 ③測定された対価

　④財政状態と貸借対照表　　　　　　 ④原価の擬着性

　⑤原価と簿価　　　　　　　　　　　 ⑤努力と成果

　⑥原価の発生と利益　　　　　　　　 ⑥検証力ある客観的証拠

　⑦順序

もっとも重要なことは，これらの公準あるいは基礎概念の整合性であろう。会計基準の基礎構

造の役割は財務諸表の作成者（経営者）・利用者（利害関係者）・検証者（会計専門職業人）が会

計基準を適用あるいは解釈する際の共通の判断規準を提供することにあり，彼らの多様な判断の

幅を狭めるとともに，妥当な判断であると確信させる教育的機能も付加するためには，諸概念の
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論理的で厳密な整合性がまず何よりも求められなければならないからである。それゆえ，両者と

も企業実体からスタートし，首尾一貫して演繹的に展開されている（ 9）。しかし，両者の指向す

る会計モデルが異なっている（今日の用語法でいえば，前者は資産負債アプローチ，後者は収益

費用アプローチ，すなわち財務報告における貸借対照表重視対損益計算書重視，評価論における

時価主義対原価主義）のは何故だろうか。

もちろん，（1）『会社会計基準序説』が取得原価主義を標榜する「会社財務諸表の基礎となる会

計原則試案」（10）の補強を意図して著されたこと，（2）共著者である Littletonが筋金入りの取得原

価主義者であること，の影響は無視できまい。また，Paton自身，初期の極端な時価主義の立場

から徐々に原価主義を認める方向に移行してきた経緯もある。しかし，黒澤［1956, p.294］がい

うように，Patonの評価論の基調は時価主義である（11）。学界のリーダーの一人として，当時の理

論的基礎の喫緊の必要性に鑑み，取得原価主義の会計基準を擁護する基礎構造を展開してみせる

とともに，第 7章で取替原価を補助的情報として取り入れる可能性を示唆することで折り合った

のではないかという推測はできる。

しかし，より根本的には，公準であれ基礎概念であれ，それらが現実の経済社会と会計基準を

結びつける連結器であることに注意を向けなければならない。会計基準の基礎構造の性質は，観

察者である Patonが経済社会における企業の現実（reality of the business）をどのように切り取

ろうとしているかの視点，つまり企業観に強く左右されていると考えることが妥当であろう。そ

の意味で，会計基準の概念構造の出発点としての企業実体は，単に会計単位であるだけでなく，

企業に関わる人々の社会的相互関係を反映しており，人間の表現活動である会計の役割認識（目

的あるいは広い意味の機能といってもよい）と強く結び付いているのである（12）。

株式会社の規模の拡大と生産力の発展という1920年代以前のアメリカ産業社会の現実は，当

時支配的であった Sprague や Hatfieldに代表される資本主会計（proprietary accounting）批判

へと Patonを向かわせ，資本主とは独立した企業実体を理論構成の基礎に置かしめた。そこでは，

企業実体は Adam Smith流の自由主義経済の基幹であり，その経営管理を担当する経営者との

概念的等値が想定されている。

「経営者の概念はまさに経済的単位としての企業実体の概念であるに違いない。そして，繰り

返し言われているように，近代会計の奉仕すべきもっとも重要な目的が経営管理の合理化にあ

るならば，会計人は必然的に，経営者の観点を大いに採用しなければならない。」［Paton, 1922, 

p.478］

経営者は，理念的には，利己心なく，誠実に企業を運営し，企業価値を最大化することで，利

害関係者の要求を結果として予定調和的に満たすとみなされた。関心の中心は資産であり，時価

（取替原価）を評価規準の基礎に据える。資産は価値の唯一の客観的宿りであり，企業実体に対

する負債や残余持分の証拠となるからである。このような貸借対照表の重視は植民地時代におけ

るイギリス会計の影響や短期債権者の強い要請もあるが，「価値の人」（a value man）と自認す

る Patonの視点が働いているとみてよいだろう（13）。
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他方，1930年代以降の所有と経営の分離の進展，企業の公共的性格の強調，強制監査に伴う会

計専門職業に対する期待の増加という企業の現実は企業実体と経営者との概念的等値を希薄化せ

しめた。新古典派経済学の自由主義経済は，世界大恐慌以降，ケインズ経済学の介入主義に取っ

て代わられ，政治的にはニューディール政策のような壮大な社会的実験を生み出した。証券制度

の再建はその一部であり，ナイーブな投資家の保護と配当可能利益の客観的計算（損益計算書）

に関心が集まったことが背景にある。経営者は利己心をもつ利害関係者の一人として規制の対象

となり，受託責任（stewardship）あるいは会計責任（accountability）をより強く負荷されるこ

ととなった（14）。ただ，経営者も，その受託責任あるいは会計責任の遂行にあたって，自らの正

直さと高潔性を証明するとともに，確実な監査証跡となり得るように，過去の事実である取得原

価主義情報を重視することに異存はなかったといえる。

このように分析すると，『会社会計基準序説』における会計基準の基礎構造は次のような特徴

をもつことが分かる。

（1） 会計基準の基礎構造は財務諸表の作成者・利用者・検証者の判断の基礎となる公準群ある

いは基礎概念群から構成されている。それらは「それ自身相当程度仮定的な事項」または「決定

的に論証ないし証明されえない仮定」の集合（15）であり，首尾一貫した論理的整合性をもち，演

繹的に展開されている。演繹的な論理的整合性こそ合理的判断の基礎である（16）。

（2） 公準群あるいは基礎概念群を構成する諸仮定は経済社会における企業の現実を観察者がど

のように切り取るかに依存する。ふつう，観察者の視点は社会経済環境の変化とその解釈のよう

な外在的な時代的・社会的文脈に左右されるが，稀には観察者の内在的文脈（研究の深化や思索

軸の変化，あるいは世俗的な立場など）に影響を受けることもある。

（3） それゆえ，会計基準の基礎構造は変化せざるを得ないが，多分に現実説明的な後知恵とし

て形成されることを認めざるを得ない。ある基礎構造が財務諸表の作成者・利用者・検証者によ

る会計基準の適用あるいは解釈の共通の判断規準として適切に機能するためには彼らの支持を得

なければならないからである。『会社会計基準序説』が長い間影響をもち続けえたのはそこで示

された基礎構造の現実性が受け入れられた結果であるといえる（17）。

3 ．会計調査研究書第 1号『基礎的会計公準論』における会計基準の基礎構造

AICPA研究計画特別委員会が示した会計基準の基礎構造もまた公準と呼ばれたが，次のよう

に記述されるだけで，その定義は必ずしも明らかではない。

「公準は数も少なく
4 4 4 4 4

，原則が依拠する基礎的仮定
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（basic assumptions）である。それらは必然
4 4 4 4 4 4

的にビジネス社会のすべての部分の経済的
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

・政治的環境ならびに思考様式や慣習から導き出され
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

る
4

。しかし，会計専門職業は，原則の設定や，それらの原則を特定状況に適用するための規則あ

るいはその他の指針の展開に際して，有意味な基礎を提供するために，公準とは何かについての

理解と解釈を明白にしておかなければならない。」［AICPA, 1958, p.63］（傍点・筆者）
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しかし，Moonitzは，この定義に従い（18），会計調査研究書第 1号（ARS No.1）において，次

のような 3つの公準群を提示した。

環境的公準 付随的公準 当為的公準

A-1　量的表現 B-1　財務諸表 C-1　継続性

A-2　交換 B-2　市場価格 C-2　客観性

A-3　実体 B-3　実体 C-3　一貫性

A-4　期間 B-4　暫定性 C-4　安定単位

A-5　測定単位 C-5　明瞭表示

環境的公準群は会計を取り巻く経済的・政治的環境の観察の結果抽出された命題（propositions）

である。観察の主たる対象はもちろん経済活動にあり，その本質は「希少資源の効率的な欲求

充足活動，すなわち富（財貨および用役の形をとる）の生産・保全・分配・消費にある」とみ

る。経済活動はまた，常にカオス的状況の中で行われるのではなく，ある種の秩序（慣習や形式

や法律や制度など）の影響を受けることに注意しなければならない。生産資源の私的所有，市場

の役割，労働の自由といったアメリカ経済の特徴はそうした秩序の一部を構成しており，人々の

経済活動をある程度パターン化し，蓋然的な予測可能性（predictability）を確保する（19）。しか

し，より予測可能性を高め，経済活動の不確実性に対処し，効率的に経済活動を遂行するために

は，〈量的表現〉すなわち数量的情報による管理を仮定することは不可欠である。とくに，市場

経済における〈交換〉過程は経済活動に携わる人々の思惑を反映した結節点であり，そこで設定

された交換価格が人々の基本的行動指針となるがゆえに重要な命題となる。経済活動が多様な

〈実体〉によって遂行されること，特定の〈期間〉ごとに経済活動の成果を明らかにしなければ

ならないこと，〈測定単位〉としての貨幣が使用されること，も環境の観察値にもとづく命題で

ある（20）。

これに対して，付随的公準群は経済的・政治的環境の中に存在する会計自体の観察から生じる

命題である。もちろん，付随的（supplementary）とは，環境と関係する（related to）という

弱い意味を含んでおり，付随的公準群が環境的公準群から派生したものであることを暗示してい

るが，演繹的に導出されたものとは考えられていない。この点に関するMoonitzの説明は極め

て曖昧であり，「上で述べた諸命題（環境的公準群―高松）と会計の領域との関係は次のような

定義によって例証されうる」［Moonitz, 1961, p.23］と述べるだけである。そして，次のような定

義とは会計の機能（function）に関する定義なのである。

「会計の機能は，（1）特定の実体が保有している資源を測定すること，（2）これらの特定の実体

に対する請求権と，その実体の内部における持分権を反映させること，（3）これらの資源，請求

権および持分権の変動を測定すること，（4）特定の期間にその変動を割り当てること，（5）上で述

べた諸行為を，公分母としての貨幣で表現することである。」［Moonitz, 1961, p.23］

環境の中に存在する会計を観察するにあたって，その環境の中で会計が求められる機能を記述
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することで，環境に関する公準と会計領域における公準との架橋を意図しているのであろうか（21）。

当為的公準も会計自体に係る命題群である。当為的（imperative）とは「……である（is）」

より「……であるべきである（ought to be）」を意味する点で，目標，目的，基準に係るゆえに，

別建てで（in a separate series）で示した，とMoonitz［1961, p.38］は述べている。当為的公準

も付随的公準から演繹的に導出されたわけではなく，会計が経済的環境の中で求められる機能を

果たすための当為条件，必要条件あるいは要請と解釈されるべきかもしれない。環境的公準群や

付随的公準群が事実命題であるのに対して，当為的公準は当為命題であるが，前述の会計の機能

との関係は明示されていない。

上で概略したMoonitzの公準論の主なる狙いは，彼に与えられた任務（会計実務の多様性の

幅を狭め，専門職業会計人たちの判断の合理性を高めるための共通の枠組みの提供）に資する一

つの観念体系の基礎を示すことにあった。まず，何よりも重要なことは，会計士たちは自らが生

活し行動する世界を理解しなければならないことである。会計を取り巻く諸環境を一般化するに

は，多様な現実世界の現象を理解しやすいように分類整理し，共通性あるいは類似性を発見し，

抽象と推理を加えて，いくつかの自明の命題（self-evident propositions）を導き出す必要がある。

この導出に際して，経済的・政治的・社会的・文化的環境のすべての事実を網羅することは不可

能であり，選択の原理（a principle of selection）が働かざるを得ないことを認めなければなら

ない（22）。公準に関する議論の多様性はこの場合における観察者の視点や採用される研究方法の

相違が反映している。

Moonitzの多層的公準の構造の非首尾一貫性（会計機能を媒介とする環境的公準と付随的公

準の希薄な関係性や，事実的公準と規範的公準の混在など）が非難された（23）が，それは公準と

いう用語法に由来する。彼は公準という用語を使用するが，公準的（postulational）あるいは公

理的（axiomatic）アプローチにおけるような意味をもたせているわけではない。Chambersら

のような厳格な公理主義者からみれば，Moonitzの会計機能は会計の単なる操作の記述にすぎず，

環境的公準と付随的公準の媒介項として不適切であるし，事実命題から規範命題を引き出すこと

は御法度である。しかし，Moonitzは初めから公理的アプローチを拒否しており，彼の公準は会

計士たちが自らの存在する世界を理解する命題・言明・主張であり，Mattessich［1963, p.1］が

弁護するように「より厳格な公式化のために必要なたいていの観念を含んでいる」と考えてもよ

いのではないか。その意味からすれば，Moonitzの公準群の自明性と論理性の程度は公理のそれ

より劣るけれど，反面においてより発展的推論の可能性を内包していると見ることもできる（24）。

ところで，Moonitz［1964, para.6］は，Chambersらの批判に応えて，ARS No.1のタイトル

を『会計の基礎的命題』（The Basic Propositions of Accounting）に変えるか，または環境的公

準のみをMoonitzの意味での「公準」とし，付随的公準や規範的公準を「原則」とすることの

可能性を示唆したので，以下は環境的公準にのみ焦点を当てて考察してみよう。

まず，会計基準の基礎構造の出発点として，量的表現（A-1）をあげていることに注目しなけ

ればならない。これは，われわれの社会が言語のようなシンボルを介してコミュニケーションす
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る普遍的事実と結びついている。もちろん，質的表現を排除したことは狭きに失するが，会計は

このようなシンボルの特殊な一つであり，経済的活動を促進する情報システムの一分肢，すなわ

ち経済的コミュニケーションの手段として存在しているというMoonitzの理解を示している（25）。

交換（A-2）は，それが表現対象としての経済的活動の必須の事象であることを示している。個

人的であれ集合的であれ，稀少資源を人々の無限の欲求に効率的に充足させる経済的活動の全プ

ロセス（すなわち富の創造，形成，費消，保全，増加，減少など）において，交換が成立してい

る。市場は交換が行われる具体的・抽象的な，あるいは過去的・現時的・将来的な「場」であり，

交換のための調整機能を果たすべく，価格を決定し，合理的な資源の配分を可能にする。要する

に，会計を情報システムの一分肢とみる発想からスタートし，あらゆる経済的活動の表現の可能

性を排除しない包括的なフレームワークを許容していると思われる。

実体（A-3）は営利企業・非営利組織の区別なく，経済的資源（具体的には資産，抽象的には

富）の管理・運用に関する会計情報の重要性を強調する。営利企業の場合，稀少資源の社会的配

分の効率性尺度としての利益の重要性は合意的事実として再認識されなければならないが，富の

ストックによる計算をフローによる計算よりも優位におく（26）。期間（A-4） は富の変動が認識さ

れ測定され，特定の期間に割り当てられるという事実を指している。測定単位（A-5）は会計測

定における共通分母の必要性を示し，具体的・抽象的・過去的・現時的・将来的なあらゆる種類

の交換価値の測定を許容する。それは資産評価論における多元的評価（取得原価，取替原価，売

却時価，割引現価）の可能性を示唆する（27）。

このように拡張されたフレームワークは会計情報の作成者と利用者の関係にどのように影響

を与えるのだろうか。Sprouseとの共著である『企業の広範な会計原則試案』（ARS No.3）では，

「会計は，経営者が受託した資源を効率的かつ生産的に管理し運用するために必要な包括的で信

頼可能な情報の多くを提供する。会計は，また，経営者が，所有主，債権者，政府ならびに正当

な（bona fide）利害関係をもつその他の人々に報告する責任を果たすために必要なデータを提

供する。」［Moonitz and Sprouse, 1962, p.1］と述べて，経営者に対する合理的な資源管理・運用

のための情報の提供と受託責任あるいは会計責任遂行のための情報の提供を同等に両立させる姿

勢を示している。しかし，ARS No.3では，両者の関係は必ずしも十分説明されているわけでは

ない（28）。

注目すべきは，研究方法論の観点から，Moonitz［1961, p.4］が（1）誰のための有用性か，（2）

いかなる目的のための有用性かを決定しなければならないというリスクを指摘して，有用性重視

のプラグマティック・アプローチの採用を拒否していることである。もちろん，会計を経済的コ

ミュニケーションの手段とみる限り，有用性は不可欠であるが，彼は特定の利害関係者ではな

く，社会全体の立場を強調する（29）。彼はまた，シンボリック・インタラクションないし社会的

相互作用に伴う社会規範（Spacekの公正のような主観的概念）を取り扱う倫理的・社会学的ア

プローチを，客観的探究の出発点としては不適切であるとして，拒否する。結局のところ，彼

が採用したアプローチは問題指向的アプローチ（problem-oriented approach）であるが，簡潔
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に「問題とその解決を，その問題を認識し解決しなければならない人から区別する」［Moonitz, 

1961, p.4］というだけである（30）。この叙述の意図するところは，筆者の理解では，会計士たちが

取り扱う「問題」を会計自体の固有の要素から考察するのではなく，外部の経済的環境に関する

多くの事実を分析・解釈して，会計の存在理由を明らかにしようとする。ここでいう「問題」の

問題性は，彼らが「何故に行動するのか」を思い巡らすこと，あるいはより直截的には「会計と

は何か」を問うことである。人間の行動が環境への適応プロセスであるとみるなら，環境の分析

から始めることは至当であり，環境から抽出した命題あるいは言明を意識しつつ，会計がいかな

る機能を遂行すれば環境への適応が有効になるかを考え，そのための規範的モデルを構築する（31）。

つまり，会計の外なる環境と内なる環境の探求を通して，環境適応的な会計像を構築しようとす

る意図があったのではないか。

このように推測すると，Moonitzの会計基準の基礎構造は次のような特徴をもつことが分かる。

（1）Moonitzの公準は「会計士が自ら生活し行為する世界を理解する会計の基礎的命題」であ

り，公理あるいは純粋な意味での公準ではない。それは，われわれが「会計はなぜに存在するの

か」を自問する時に常に意識すべき環境要因を観察した事実命題ではあるが，同時に会計に対す

る社会的要請も含んでおり，会計という特殊な技術が社会から求められている役割の記述あるい

は言明を含んでいると思われる。

（2）Moonitzの公準は，会計を，経済的コミュニケーションの一手段，すなわち情報システム

の一分肢とみる見方の先駆型をなしている。しかし，会計情報の作成者，利用者，検証者の社会

的相互作用の結節点としての観念（それぞれ，正確性，有用性，公正性など）が十分に検討され

ていない。

（3）多元的評価論の許容は実務会計士や，とくに SECの反撃に会い，APBは ARS No.1と

ARS No.3の採用を見送り，その場主義の，ピースミールな会計基準の設定に回帰せざるを得な

かった（32）。逆説的にいえば，このことは，Moonitzの公準が現状維持的でなく，改革的であっ

た証拠となる。

APBは，その発足の直後に，研究成果からもたらされた基礎構造に依拠して会計基準を作り

出す可能性を放棄したといえる。会計調査研究部は，ARS No.1および No.3以外にも，『一般に

認められた企業会計原則の棚卸』（ARS No.7）のような経験の蒸留を再評価する研究成果を上梓

して批判を浴びた。また，個別問題に関する ARSシリーズでも，研究成果が基準設定に決定的

な影響を与えた事例は少なく，研究の影響力が疑われた。

4 ．FASBの『概念フレームワーク』における会計基準の基礎構造

APBが研究成果からもたらされた会計基準の基礎構造に無関心となっても，その必要性を求

める声は静まることはなかった。石油ガス会計や投資税額控除会計における APBの対応の拙さ

（政治的圧力の前に提案した会計基準以外の他の会計基準をも認めるといったような）もその声
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を高くさせた。その背後には，1960年代を通して，会計を取り巻く環境が劇的に変化しつつあ

り，会計の環境適応能力に対する疑念が強くなったという事情がある（33）。とくに，会計情報の

利用者モデルがナイーブな投資家からソフィストケートな投資家に変わり，会計情報の質と量に

関する要求が変化していく中で，会計の役割認識を再考する必要性に迫られた。この問題は「会

計における目的研究」として表出し，Devine［1960, p.399］が「サービス機能のための理論シス

テムを構築するさいに最初に行わなければならないことはその機能の目的や目標を確立するこ

とである」と述べたことに端を発する。Bedford and Dopuch［1961］は機能的目的（functional 

objectives）の研究に限定するように主張し，社会的価値システムの変化を会計が直接取り扱う

ことを拒んだ。研究を価値判断から隔離したいとする希求は実に多様な主張を生み出したけれど，

会計が人間の作り出した人工物あるいは社会的技術である限り到達すべき目的がある，という点

ではある種の合意があったように思われる（34）。

会計基準の基礎構造の構築に関心を示さなかった APBが，その短い生涯の終わりに近い1970

年10月になって，APB Statement No.4を公表したことはすでに述べた。これは，AICPAの

Seidman委員会から求められた宿題（整合性のある会計原則とその基礎構造の確立）（35）に対す

る解答であった。現実の会計実務の要約に過ぎないという酷評を受けたけれど，（1）財務諸表の

一般目的（general objectives）として経済的意思決定に資する有用な情報の提供を指摘し，（2）

会計情報を有用にする 7つの質的目的（qualitative objectives）を挙げるなど，FASBの概念フ

レームワークになんらかの影響を与えたと評価するものもいる（36）。

他方，AAAは AICPAが研究重視を打ち出すと，会計基準の研究から疎遠になり，むしろ基

準設定と距離を置いた純粋研究に関心を向けた。折りしも，1960年代は，インターディスプリ

ナリーな研究アプローチが盛行を極め，情報科学，意思決定論，経営科学，行動科学，科学哲学

などの異分野の知識や研究方法に触発されて，研究者たちは会計に関する新しい視座を提供する

ようになった。『基礎的会計理論』（ASOBAT）はその成果の一つであり，意思決定有用性アプ

ローチを公式に認め，（1）会計の目的（希少資源の利用に関する意思決定，組織内の人的資源・

物的資源の効率的な指揮・統制，資源の保全・管理に関する報告，社会的機能・統制の促進）→

（2）潜在的な会計情報であるための会計基準（目的適合性，検証可能性，不偏性，量的表現可能

性）→（3）会計情報の伝達指針（予期された利用に対する適合性，重要な関係の明示，環境的情報

の付記，会計単位内外における実務の統一性，会計実務の期間的継続性）という構図を示すとと

もに，原価と時価を併記する財務諸表の可能性を示唆した。

1971年になると，AICPAはWheat委員会と Trueblood委員会を立ち上げた。前者は，新し

い独立した会計基準設定機関の設置，専任スタッフの増員，討議資料の発行や公聴会の開催な

どといった会計基準設定のための組織とプロセスの見直しを，後者は APB Statement No.4や

ASOBATの考え方を受け継ぎ，目的が整合的な会計基準の基礎構造にあるとみなし，財務諸表

の目的を明らかにしようとした（37）。

1973年に，後継機関としての財務会計基準審議会（FASB）が誕生した。その発足とともに，
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「概念フレームワーク・プロジェクト」が始動し，Trueblood委員会の報告書の公表を待って，

自らの概念フレームワーク，すなわち一群の財務会計概念ステートメント（SFAC）を展開し始

めた。1990年までに，次のような 6つの財務会計概念ステートメントが公表されている（38）。

　 No.1　営利企業の財務報告の基本的目的　　　　　1978年12月

　 No.2　会計情報の質的特性　　　　　　　　　　　1980年 5月

　 No.3　営利企業の財務諸表の構成要素　　　　　　1980年12月

　 No.4　非営利組織体の財務報告の基本的目的　　　1980年12月

　 No.5　営利企業の財務諸表における認識と測定　　1984年12月

　 No.6　財務諸表の構成要素　　　　　　　　　　　1985年12月

FASB概念フレームワークは，「首尾一貫した会計基準を導き出すと考えられ，かつ財務会計

および財務報告の本質，機能および限界を規定する相互に関連する基本目的および根本原理の整

合的体系」（39）である。それゆえ，FASB概念フレームワークは，基本目的を設定することから始

まる。SFAC No.1では，財務会計・報告の基本目的は「現在および将来の投資者，債権者その

他の利用者が合理的な投資決定，与信決定およびこれと同様の意思決定を行うにあたって有用な

情報を提供すること」（para.34）と考えられている。これは，会計を情報システムとみなし，意

思決定有用性アプローチすなわち利用者志向に対する重点移行を公式に認め，かつ投資および与

信決定のための情報提供に焦点を絞ったことを意味している（40）。その上で，FASBは，アメリ

カ社会における経済的意思決定の合理性は希少資源の効率的な社会的配分の促進に不可欠であ

り，現在および将来の投資家，債権者その他の広範な情報利用者の共通する関心の中心は「良

好なキャッシュフローを生み出す企業の能力」（ an enterprise’s ability to generate favorable 

cash flows: paras.25, 30）にある，と結論づける。経営者にとって，それはまた経済的資源（お

よびマイナス要素としての経済的義務）の管理と運用に関する自らの経営能力の指標でもある
（41）。FASBは発生主義会計における稼得利益が良好なキャッシュフローを生み出す企業の現在お

よび将来の能力の優れた指標であることを認めるが，同時に稼得利益の内訳要素の認識時点の相

違が利益とキャッシュの齟齬をもたらし，流動性や支払能力といったリスク指標に影響すること

も指摘する（42）。

FASB概念フレームワークは，SFAC No.2で，意思決定のための有用な情報の提供という会

計の目的を達成するための情報の質的特性（qualitative characteristics：多様な情報を意思決定

に有用な会計情報としてスクリーニングするための必要条件）（43）を検討している。基本的な情報

特性は目的適合性と信頼性の 2つである。前者には，適時性，予測価値，フィードバック価値が，

後者には，検証可能性，表現の忠実性が含まれる。目的適合性と信頼性の両者にかかわる相互作

用的特性として比較可能性（首尾一貫性を含む）が，信頼性の副次的要素として中立性が示され

ている（44）。目的適合性と信頼性の対比は同時に会計の機能である伝達と測定に対応していると

思われる。情報が有用であるためには，伝達は目的適合性を重視するが，それは測定の信頼性を

軽視することではない。会計機能の内部におけるこの葛藤は両者のトレード・オフの可能性を示
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唆することで鎮静化が図られたが，鬱積したままである（45）。

財務報告の中核は財務諸表である。それゆえ，1980年に，FASB概念フレームワークは，

SFAC No.3で，上述した財務報告の基本的目的や会計情報の質的特性に基づく「営利企業の財

務諸表の構成要素」を検討した。しかし，同時に SFAC No.4も公表されたため，非営利組織体

の基本的目的をカバーするために SFAC No.6「財務諸表の構成要素」と改定・改題し， 5年後

の1985年に公表された。SFAC No.3も SFAC No.6も，基本的に財務諸表の構成要素を貸借対照

表と損益計算書のそれに限定し，次のような一連の定義を行っている。

資産（過去の取引・事象の結果，ある特定の実体が取得・管理している予想可能な将来の経

済的便益）→負債（過去の取引・事象の結果，ある特定の実体が今後資産の譲渡または用役の提

供という形で行わなければならない現在の債務から生じる予想可能な将来の経済的便益の犠牲）

→持分または純資産（負債を控除した後に残るある実体の資産に対する残余請求権）→包括利

益（出資者以外の源泉からの取引・事象・環境要因から生じる一期間における営利企業の持分の

変動）→収益（財貨の引渡・生産，用役の提供などの主たる企業活動による資産の増加あるいは

負債の減少）→費用（財貨の引渡・生産，用役の提供などの主たる企業活動による資産の減少あ

るいは負債の増加）→利得（副次的または付随的企業活動やその他の事象・環境要因による持分

の増加で，収益または追加出資以外のもの）→損失（副次的または付随的企業活動やその他の事

象・環境要因による持分の減少で，費用または追加引出以外のもの）

この一連の定義の流列は，FASBが資産負債アプローチに傾斜し，包括利益（comprehensive 

income）の概念的優位性を認め，収益・費用・利得・損失が包括利益の構成要素にすぎないこ

とを示していた。こうした方向性は，1976年の討議資料「財務会計および財務報告のための概念

フレークワークに関する論点の分析：財務諸表の構成要素とその測定」（FASB, 1976b）におい

て，伝統的会計の収益費用アプローチの欠点（収益・費用の期間配分の作為性と，その結果もた

らされる計算擬制項目の資産性に対する疑義）を繰り返し指摘することで，会計基準の基礎構造

に対する FASBのパラダイム変換の可能性を暗示し，会計世界の事前教宣に努めてきたことと

無縁ではない（46）。

しかし，FASB概念フレームワークが，SFAC No.5で，財務諸表の構成要素がどのように認

識・測定されるかを具体的に示すと，批判が巻き起こった。認識は，ある項目が財務諸表に正式

に記載されるプロセスをいうが，SFAC No.5は資産・負債の認識に関する記述は少なく，むし

ろ従来の純利益に類似した稼得利益（earnings）の認識に焦点を当て，稼得利益および包括利益

結合計算書の作成を示唆している。他方，測定はある項目が貨幣単位で数量化されるプロセスで

あるが，測定されるべき測定属性として，取得原価，現在原価，現在市場価値，正味実現可能価

額，将来キャッシュフローの現在割引価値の選択適用を認める。これらは，収益費用アプローチ

あるいは取得原価主義を信奉する人々に対する妥協の産物であったが，彼らは満足しなかったし，

他方で資産負債アプローチあるいは（単一の）時価主義を信奉する人々の不満も高まった（47）。

概念の抽象度が高ければ反対は少ないが，具体化が進めば異論が続出するのは世の常であ
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る。SFAC No.5の場合は，委員の一人の反対意見を付して，まだしも公表された。FASB概念

フレームワークとして採用されなかった開示試案もある。1981年11月の開示試案「営利企業の利

益，キャッシュフローおよび財政状態の報告」（48）は「包括利益，キャッシュフローおよび財政状

態に関する情報の表示と開示に関する決定の指針となる諸概念」（para.1）を明らかにせんとす

るものであった。SFAC No.3が貸借対照表と損益計算書の諸要素を取り扱っており，キャッシュ

フロー計算書の要素を取り扱っていなかった（49）。すでに述べたように，SFAC No.1では，財務

会計・報告の基本的目的は「投資家，債権者その他の利用者が，当該企業への予想される正味

キャッシュフローの金額，時期および不確実性を評価するのに役立つ情報の提供」（para.37）に

あるとしている。問題は，キャッシュフロー計算書を財務諸表の体系にどのように位置づけるか，

とりわけ将来のキャッシュフロー情報をどのように取り込むかであったが，結局のところ結論に

達せず財務会計概念書として採用されなかった（50）。

このように考察してくると，FASBの会計基準の基礎構造は次のような特徴をもつことが分か

る。

（1）概念フレームワークは理路整然たる首尾一貫した諸概念の体系（目的→情報の質的特性→

財務諸表の諸要素→諸要素の認識と測定）である。出発点として目的（合理的な経済的意思決定

に有用な情報の提供）を選んだことは会計を情報システムの一分肢とみなし，意思決定有用性ア

プローチを採用したことを意味している。また投資家や債権者およびその助言者（ソフィスト

ケートな投資家）の情報要求の強調（para.24, 30）は会計という特殊な技術が社会から求められ

ている役割に関する FASBのひとつの判断を示している（51）。

（2）合理的意思決定情報として企業のキャッシュフロー創出力が選ばれており，経済的資源や

経済的義務の変化に関する情報を重視する資産負債アプローチが主張されている。キャッシュフ

ロー創出力は将来次元にかかわる分析概念であり，企業評価と結びつき，割引現在価値を理想的

測定属性とするが，多元的測定属性を許容することで，その主張は後退している。また，企業利

益の稼得力あるいは収益力を代替的意思決定情報として認めることで，論理的整合性は弱められ

ている。

（3）経営者は利用者の範疇に入っているけれど重視されてはいない。経済的資源や経済的義務

の管理・保全・効率的運用に関する企業業績の情報は受託責任あるいは会計責任の遂行のための

情報であり，投資家や債権者およびその助言者と経営者の関心は同じであると片付けられている

が，利用者としての経営者は統制不能な事象あるいは環境要因による影響を評価することを望む

だろう（52）。

（4）目的の明確な表明を基礎構造の展開の出発点とする考え方，目的適合性と信頼性のトレー

ドオフの曖昧性，多元的評価論採用などに対する批判は数多くあったけれど，曲がりなりにも概

念フレームワークが受け入れられたのはFASBの懸命な教宣活動が功を奏したと思われる。ただ，

会計基準の具体化が進むにつれて生じる批判に対応するためには輝線テストなどの妥協もまた行

われ，結果として会計基準の細則主義をもたらす遠因となったと推測できる。
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5 ．おわりに

会計基準の基礎構造は，Patonの公準であれ，Paton & Littletonの基礎概念であれ，Moonitz

の公準であれ，FASBの概念フレームワークであれ，無秩序に集積された会計実務の範囲を狭め，

首尾一貫した会計基準を構築するために準備されたものである。それは無数の経験値を整序しよ

うとする人間精神の本能である。Vatter［1947, p.1］は「すべての科学，方法論，その他の知識

体系は，ある種の概念的構造―その領域における操作的な内容と関係する首尾一貫した全体（a 

consistent whole）あるいは参照枠組（a frame of reference）を形成するために組み合わされた

観念のパターン―を志向する。そのようなある種の統合的構造なくしては，諸手続は道理あるい

は実体のない単なる無意味な儀式となり，進歩は単なる環境の幸運な結合でしかなく，研究は暗

闇の中を闇雲に手探りして回るしかなくなる。また，実際に伝えるべき『知識』がなければ，知

識の伝播は厄介なプロセスである。」と述べている。

上で見てきた1990年までのアメリカの会計基準の基礎構造の展開から分かるように，基礎構

造の構築は会計を取り巻く諸環境の観察から始まり，自明とみられる命題（前提または仮定）を

設定し，論理的に整合性のある一組の知識体系を構築することである。

注意すべきは，第一に，観察者が異なれば自明と見られる命題は異なって生じる可能性がある。

ある人々はそれを公理あるいは公準とみなし，きわめて厳密な論理的整合性を求める。他の人々

はそれを単なる共通の思考枠（財務共同社会の要請）とみなし，緩やかな論理的整合性で満足す

る。前者は事実性あるいは真理性を尊重し，後者は規範性あるいは妥当性を尊重する。FASBの

場合，Wheat委員会は後者を選択し（53），会計を，目的達成の手段，すなわち社会的要請を合理

的かつ効率的に満たす社会工学的視座から検討するように要請した（54）。

第二に，本来的に会計がサービス機能を営むとすれば，環境が変われば，命題も変化し，知

識体系も変化する。観察者が利用者の情報ニーズをどのように理解するかが環境観察の鍵となろ

う。Patonは，株主や債権者とともに利用者としての経営者をより強く意識していたが，Paton 

& Littletonではナイーブな投資家が，FASBではソフィストケートな投資家が重視され，経営

者は受託責任あるいは会計責任を課され，作成者の地位に閉じ込められた。利用者の過度の強調

は会計情報の作成者や検証者との情報選好の乖離性を大きくする（55）。

第三に，外部環境の変化に適応する場合，内部環境である会計の機能上の制約にも注目する必

要がある。会計の機能は測定と伝達であるが，測定単位の伸縮性に関する問題は依然として解決

していない。意思決定は将来とかかわっているが，われわれは将来事象を正確に測定・伝達する

技術を未だ持ち合わせていない。キャッシュ創出力のような理念的意思決定モデルに対して，せ

いぜい過去のキャッシュフローを測定・報告して外挿させるか，将来キャッシュフローの割引現

価のような不確実な情報を提供するに止まる。

第四に，会計基準の基礎構造は論理的に整合した基礎概念の集合であり，首尾一貫した会計
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基準が演繹されることが期待された。しかし，経済現象は複雑であり，測定・伝達・解釈の多く

の面で作成者・利用者・検証者の判断を必要としている。論理的厳密性と会計基準の自動的導出

への期待が強すぎると，彼らの判断の余地を奪うことになり，判断停止に陥らせる可能性もある。

基礎構造の教育的意義が再認識され，会計教育の各レベルでそれをどのように教えていくか，真

剣に検討されるべきであろう。

第五に，新しい基礎構造が提案されると，抵抗が必ず生じる。それは変化に対する不安である。

会計実務家や専門職業人の多くは確立している仕事の変更を嫌い，研究者たちは無責任に自らの

考えを押し付け，さらに政策決定者はたいてい保守的・現状維持的であるので，社会統制を乱す

かもしれないプライベート・セクターの意見を聞こうとはしない。しかし，変化を受け入れるか

否かを最終的に決定するのは，社会全体である。

1990年代以降，FASB は国際会計基準委員会（IASC）の後継組織である国際会計基準審議会

（IASB）との「概念フレームワークの見直しプロジェクト」を進行させているが，それについて

は次稿で触れる。

注
（ 1）　CAPは「火災を未然に防ぐのではなく，消火して回っていた」［Bedford, 1970, p.71］と批判された。
（ 2）　このことは，APBの設置要綱の中に明記されている。Cannon［1962, p.46］を参照せよ。
（ 3）　綿密かつ独立した研究が公準，原則，規則あるいは指針のすべての局面で行われなければならない。

AICPA ［1958, p.63］で指摘されている。
（ 4）　たとえば，委員の一人である Catlett［AICPA, 1970, p.105］は，APBステートメント第 4号が「財務

会計の将来の発展を指導する基礎」を提供していないとコメントしている。しかし，後に述べるように，
同ステートメントの FASB概念フレームワークに対する影響は過小評価すべきではない。

（ 5）　アメリカ大学会計教師協会（AAUIA）から AAAへの組織再編に当たって，AAAの公式の目的を 4
つあげている［AAA, 1936, p.1］。

　　⑴会計における研究を奨励し後援し，研究結果を公表あるいは刊行の援助をすること。
　　⑵ 会計原則や会計基準を設定し，企業，公共会計士や私的会計担当者，政府諸団体によるその承認ある

いは採用を求めること。
　　⑶企業や経済状況一般の管理に関する代理機関としての会計の研究を促進すること。
　　⑷教育方法を改善し，会計のより広範な知識の社会的ベネフィットを示すこと。
（ 6）　1936年から1940年までの「会社財務諸表の基礎となる会計原則試案 ｣をめぐる AAA内部での動きに

ついては Zeff［1966, pp.39-46］を見よ。
（ 7）　Zeff［1999, p.90］は，会計基準が何らかの基礎構造をもち，そこから論理的に首尾一貫して展開され

るべきであるという考え方の始原を，1922年の Paton『会計理論』と1929年の Canning『会計の経済学』
に求めている。なお，Paton［1922］は1973年に Schlars Book Co.から再版されている。本書を引用す
るとき，この再版書のページ数を使用する。

（ 8）　『会社会計基準序説』は共著であり，何らかの妥協がなされたことは間違いない。その大部分が Paton
により書かれたという見方［AAA, 1977, p.29］もあるが，この部分（第 2章）は明らかに Patonの考え
方を反映しているとみてよいだろう。なお，公準については『会計理論』の第13章に要約されている。

（ 9）　Ijiri［1980, pp.622-623］は別の見方をする。『会社会計基準序説』は会計責任志向であるので，「検証
力ある客観的証拠」が最も重要な基礎概念であり，他の 5つはこれを支えているというのである。つま
り，⑥→⑤→④→③→②→①と推理されるという。Ijiriが Littletonと同じように，取得原価主義者であ
ることに注意せよ。

（10）　「このようにして，会計は本質的に評価のプロセスではなく，当期および次期以降の会計期間に対



研　究　所　年　報34

する歴史的原価や収益の配分である。以下の命題の各々はこの基本的公理の派生系を体現している。」
［AAA, 1936, p.188］

（11）　Studt［1935］，Zeff［1979］，青柳［1986］，竹林［1975］などを参照せよ。
（12）　ある意味で，このような観点は，会計主体論の領域に関わっている。Vatter［1947, p.38］は資本主説

や企業実体説の有する人格性（a person to whom, or for whom, or about whom the accounting reports 
are made）を批判して，非人格的な資金説（fund theory）を展開したことはよく知られている。

（13）  『会社会計基準序説』刊行40周年を記念する Ijiri［1980］の論評にコメントを寄せた Paton［1980, 
p.632］は新古典派経済学の教育訓練を受け，会計研究を始める以前に経済学を教えていたことが影響し
ていると述懐している。

（14）　利己心のない経営者と利己心のある経営者については，高松［2006, pp.19-20］を参照されたい。
（15）　1962年に『会計理論』が Scholars Bookから再発行されたとき，「まえがき」を書いた Taggartは，

Patonの公準が「存在すべきと彼が考えたもの」を示すのか，あるいは「会計士の実際の手続の基礎に
なると彼が発見したもの」を示すのか不明であると指摘している。類似の指摘は，『会社会計基準序説』
に対しても行われている。AAA［1977, p.28］を参照せよ。

（16）　しかし，その論理的整合性は時には乱れている。たとえば，『会社会計基準序説』では，資産を「未
償却原価の残高」として解釈することを強調する［pp.10-11］一方で，資産の「用役潜在性」を暗示す
ることもある［p.13］。

（17）　『会社会計基準序説』は AAAと AIAの会員に無料で配られた。多様な実務に直面する会計専門職業
人にとって，SHM会計原則とは異なった論理的整合性をもつことが強い説得性をもち，聖典となった
のではないか。

（18）　公準という用語は AIAの会計用語委員会も使用している。「当初は，会計公準は経験と推論とから導
出される。そのようにして導出された公準が，有用であると立証された後に会計の原則として承認され
ることになる。この承認が十分に行き渡るとき，それらは『一般に認められた会計原則』の一部分とな
り，会計人にとって彼らの技術の規範を形成する。」［AIA, 1953, p.11］　しかし，Moonitzは公準を原則
に従属させるそのような用語法を拒否し，AICPA研究計画特別委員会の使用法に準拠する。

（19）　ある意味で，このような秩序の存在が経済する人々の予測可能性をある程度保証するのである。
（20）　Moonitz［1961, pp.21-23］を参照せよ。なお，Illinois大学のスタディ・グループによれば，「会計公準

は一般に公正妥当と認められる基礎的仮定である。それは認められた命題あるいは『確実な』仮定とみ
なされよう。会計公準は会計において行われている仮定であって，行われるべき仮定ではない。同時に，
それは，他の命題が演繹されるかもしれない基礎を提供するので，理論構造にとって基本的である。会

4

計公準は演繹的推論から形成されるのではなく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，認められた観念を認識する命題であり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，帰納的観察に
4 4 4 4 4 4

よって
4 4 4

『観察
4 4

』される
4 4 4

。」［A Study Group of the University of Illinois, 1964, pp.6-7］（傍点・筆者）と述
べている。

（21）　ただ，環境的公準のうち〈測定単位〉に対応する公準が付随的公準群で見つからない理由は明らかで
ない。

（22）　選択の原理については，Moonitz［1961, p.5］を参照のこと。
（23）　Zeff［1982］には，1962年9月に開催された College on Measurements in Manegement of The Institute 

of Management Sciences（TIMS）における研究会資料が収容されている。経営科学のような他領域か
らの批判は刺激的である。

（24）　Chambersの理論に関する考え方は，主として，Chambers［1955, 1957, 1960］に明示されている。研
究方法論（帰納法対演繹法），会計モデル（記述モデル対規範モデル），評価論（取得原価主義対時価
主義）に関する Littletonとの論争については高松［2000］に詳しい。なお，Moonitzの公準に対する
Chambersの批判とMoonitzの反論ならびにそれに関連するMattessichからMoonitzへの書簡は Zeff
［1982］に収録されている。

（25）　このことは，会計情報の作成者・利用者・検証者の社会的な相互作用関係の分析，コミュニケーショ
ン技術の社会工学的視座の必要性を示唆する。

（26）　「貸借対照表なくしては，われわれの（資源の―高松）変動に関する測定値を検証するための出発点
も終着点も照査点も存在しえない。」［Moonitz, 1961, p.19］
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（27）　操作的にみれば，実体・期間・測定単位に関するこれらの叙述は，Moonitzの「会計の機能」の別の
表現であることに注意したい。

（28）　 別稿［Moonitz, 1962］で，Moonitzは，会計が適応すべき環境の変化として，急激な技術的変化，イ
ンフレとデフレ，所得税率の上昇とともに，経済の複雑化，企業規模の拡大，企業の相互関係の深化に
よってもたらされた経営者の力の増大（increased power of management）を挙げ，それらの経営者の
意思決定に役立つ情報の必要性と，その意思決定の結果を評価する外部利害関係者への同様の情報提供
の必要性を指摘している。

（29）　とはいえ，現実に，生産的資源の私的所有という環境要因のなかで，企業の株主や債権者といった投
資家に対する情報の有用性をことさら無視しているわけではない。Zeff［ 2013, p.276］］によれば，ARS 
No.3の 2箇所で特定の利用者（投資家あるいは株主・債権者）に対する有用性が記述されているという。

（30）　「たとえば，利益測定に対する要請と，利益が事実上ある特定の事例において適正に測定され報告さ
れるかどうかの決定に対する要求とを対比せよ。」［Moonitz, 1961, p.4］

（31）　こうしたアプローチは Chambersにも共通するように思われる。Chambersは会計理論の基本的前提
を会計固有の領域の外に求め，Chambers［1955］では①実体，②合理的経営，③貨幣評価，④サービ
ス機能を，Chambers［1964］では①意思決定に有用な情報，②経済的行為，③対人的行為，④数量的
記号の操作，⑤コミュニケーションを挙げている。

（32）　ARS No.1はそれほど大きな反響を呼ばなかった。ひとつには，会計公準という用語が実務家には馴染
みがなかったし，極端に抽象的過ぎたせいもある。付されたコメントは Spacekのもの（唯一の公準と
して「公正性」を提案する）だけであった。ARS No.3でその趣旨が具体化され，たとえば多元評価論が
許容されたとき，大きな批判が起こった。研究課題諮問委員会のメンバー 12人のうち 9人がコメントを
付したが，賛成は 1人で，他の 8人は程度の差はあれ反対した。SECの元，現主任会計官の 3人も反対
に回った。

（33）　たとえば，高松［2000, pp.1-5］を参照されたい。
（34）　Devine対 Bedford and Dopuch論争については，高松［2000, pp.243-248］に詳しい。
（35）　AICPA［1965, p.12］は APBに対して，可及的速やかに次の課題に取り組むように求めた。
　　　（1）公表財務諸表の目的と限界に関する見解を示すこと。
　　　（2）会計原則が方向付けられるべき基礎概念を列挙し記述すること。
　　　（3）実務・手続が準拠すべき会計原則を提示すること。
　　　（4）監査報告書における「適正に表示」「一般に認められた会計原則」といった用語を定義すること。
　　　（5） 「実質的に権威ある支持」「概念」「原則」「実務」「手続」「資産」「負債」「利益」「重要性」など

の専門職業人が使用する技術的用語を定義すること。
（36）　たとえば，Storey, R. K. and Storey, S.［1997, pp.40-43］を参照のこと。
（37）　この間の事情は，Zeff［1999, 2013］，Gore［1992］などに簡潔に纏められている。
（38）　FASBは，1990年以降，財務会計ステートメント第 7号「会計測定におけるキャッシュ・フロー情

報および現在価値の使用」（SFAC No.7：2000年 2月）を公表した。また，FASBは，2004年10月以降，
国際会計基準審議会（IASB）と共に，概念フレームワークの見直しプロジェクトを実施している。

（39）　FASB［1976a, p.2.］で定義され，SFAC No.2以降，各号の前文に必ず記載されている。
（40）　会計の目的は，（1）あくまでも有用な情報の提供であり，利用者がどのような意思決定を行うべきか

を決定することではないこと，（2）利用者の個々の個別目的ではなく一般目的でなければならないこと，
（3）経済的，法律的，政治的ならびに社会的環境要素の影響を受けて変化する可能性があること，を前
提にしている。

（41）　Trueblood報告書は財務諸表の主要な利用者を投資家，債権者，経営者とし，その共通する情報ニー
ズは企業のキャッシュ創出力（cash generating ability）であり，潜在的キャッシュフローの金額，時期，
不確実性を予測・比較・評価できる情報の重要性を強調する。SFAC No.1が Trueblood報告書の影響を
強く受けていることは明白である。

（42）　SFAC No.1の paras.42-54を参照せよ。
（43）　これは，ASOBATの目的適合性，検証可能性，不偏性，量的表現可能性という 4つの基準，APB 

Statement No.4の適合性，理解性，検証性，中立性，適時性，比較性，完全性という 7つの質的目的と
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同じ性質をもつと思われる。
（44）　これらの情報特性の構造を規制する要件として，コスト・ベネフィット（cost-benefit：情報にはコス

トがかかるので，それを超えるベネフィットが求められる），理解可能性（understandability：コミュニ
ケーションの前提である），重要性（materiality：認識の識閾にかかわる）を挙げている。

（45）　高松［2000, pp.223-228］を参照せよ。Sterling［1972］は目的適合性の優位性を示唆した。しかし，
SFAC No.2は Solomomsの強い影響を受け，会計と地図作製との類似性を意識したといわれている（para.24-
25）。表象的正確性（representational accuracy：地図は実際の地形を正確に表しているのか）は事実の
忠実な写像を重視する。

（46）　Zeff［1999, p.61-62］によれば，1974年から1985年の間に，討議資料や開示試案など3000ページ以上の
資料が公表され，これに対して1000通以上のコメントが寄せられ，20日を越える公聴会が開催された。

（47）　SFAC No.5は，自らが現行の実務と抵触することなく漸進的な改革を意図しており，単一の測定属性
を強制するような過激な変革を望んでいないと弁明している（paras.2, 70）。また，取得原価主義から離
れる場合の指針は，コスト・ベネフィット規制を満たし，十分に目的適合的であり，信頼可能であれば
よいというだけである（para.90）。

（48）　これは討議資料「稼得利益の報告」，討議資料「資金フロー，流動性および財務弾力性」，およびコメ
ント募集「財務諸表と財務報告の他の手段」に依拠している。

（49）　SFAC No.6でも，キャッシュフロー計算書について触れられていない。しかし，SFAC No.5では，キ
ャッシュフロー計算書（Statement of Cash Flows）について， 3つのパラグラフで述べられているだけ
である。

（50）　このことは，（1）過去情報としてのキャッシュフロー計算書が概念フレームワークから切り離され，
1987年に財務会計基準書第95号（SFAS No.95）して公表され，（2）その後，2000年になって，経済的資
源・義務にかかわる将来キャッシュフロー情報を公式に概念フレームワークとして認定する SFAC No.7
へと繋がった。

（51）　それらは潜在的な情報利用者の「共通の関心」であるとされる。しかし，Mautz［1973, p.18］は財務
アナリストの影をその裏に見ている。

（52）　「しかし，外部財務報告における経営者の主要な役割は，経営者以外の人々の利用に供する情報を伝
達することにある。このために，経営者は外部財務報告のコスト，妥当性および理解可能性に直接的な
関心をもっている。」［SFAC No.1, para.29］経営者は利己心のない単なる経済的資源・義務の受託者と
して考えられているのだろうか。

（53）　「財務会計および財務報告は物理学のような自然法則に基づくものではなく，それらの望ましい目的
と思われるものを達成すべく工夫された一組のコンベンションあるいは基準に基礎を置かなければなら
ない」［AICPA, 1972, p.19］

（54）　法律学の世界では，Pounde［1919, 1954］は，同様に，法という社会的技術が応えるべき社会の要請
を法的公準（jural postulates）と呼んで，法の社会工学的視座を披瀝している。

（55）　Cyert and Ijiri［1974］, Dopuch and Sunder［1980］などを参照せよ。
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